
○ 北海道最大の水田地帯である石狩川流域では、戦前の北海かんがい溝（現北海幹線用水路）の開削、戦後の大規模かんがい排水事
業、篠津地域泥炭地開発などを通じて、基幹的な用排水施設が整備されるとともに、昭和４０～５０年代には、ほ場整備が集中して行わ
れ、全国有数の大規模な穀倉地帯が形成されました。

○ 長年にわたる基盤整備（客土や深水かんがい用水の確保など）により、北海道ではじめて「特A」を獲得した「ゆめぴりか」をはじめ、良食
味米が生産されるようになりました。また、水田の汎用化の進展により、野菜や畑作物の生産も盛んに行われています。

【参考】道央の水田地帯の発展

石狩川水系の農地の変遷

・北海かんがい溝の開削、戦後の大規模かんがい事業、篠津泥炭地開発な
ど累次の農業基盤整備によって全国有数の大規模穀倉地帯に変貌。

篠津地域泥炭地開発事業
（篠津運河）

原野

農地

市街地

原野

農地

市街地

原野が徐々
に市街地や
農地に変化

現在は広大な農地
が広がっている

総合かんがい排水事業美唄地区

（北海幹線用水路の改修）

総合かんがい排水事業大夕張地区

（大夕張ダム）

「ゆめぴりか」を支える３つの取組

現在の篠津運河と農地

篠津地域泥炭地開発事業
（石狩川頭首工）

＜多様な農産物の生産＞

・石狩川流域の市町村では、排水改良や水田の汎用化によって、多様
な野菜や畑作物が生産され、産地化されています。
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【長沼町 大豆】

・全国一の収穫量の大豆

写真：岩見沢市HP

【岩見沢市 たまねぎ】

・全道第４位の収穫量のたまねぎ

泥炭層からの余分な
窒素吸収を抑制

根の伸長を制限

（砂質客土材）

客土の実施状況

１品種改良
・「食味」などの観点から、１０年間にわたって１５０万株の
中から選抜

２ブランド維持
・食味維持のための徹底した営農指導

３基盤整備
・耐冷性の低さを克服する深水かんがい
・タンパク含有率を抑える客土

客土の概要

写真：JAながぬま提供



○ 積雪寒冷で湿性の火山灰土壌が広く分布する道東地域においては、地温の上昇を図り、作物の生育期間を確保するとともに、冷湿害
の回避のための基礎的な条件として、排水改良が必要不可欠でした。

○ このため、基幹的な排水路や支線排水路・暗渠排水等の整備が積極的に進められ、大規模畑作地帯へと変貌を遂げました。
また、畑地かんがいや区画整理、農地造成などの畑地帯の総合的な整備も進められ、畑作４品に加えて、野菜などの産地形成も図ら

れています。

【参考】道東の畑作地帯の発展

■排水路の整備と十勝の農業産出額の推移

資料：排水路整備延長は帯広開発建設部試算
農業産出額は農林水産統計年報

■てんさいの集落別収量地図
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十勝平野
（畑と防風林が織りなす
十勝の田園風景）

豆のニオ積み
（収穫後の豆を乾燥させる
風景は十勝の秋の風物詩）

■基幹的な排水路の整備

＜参考＞作物の生育期間の確保と冷湿
害対策に不可欠な排水改良

・北海道では、積雪寒冷地という気象条件に
よる影響を受け、農耕期が限られることか
ら、地温の上昇により、作物の生育期間を確
保することに加えて、冷湿害の回避のため早
期にほ場の排水を行う必要があります。

・地温は水分が多いと上昇しにくくなるため、
暗渠排水の整備により、早期にほ場を乾か
すとともに、畑の地温の上昇を図り、春の耕
起、は種、移植作業を早め、作物の初期生育
を確保することが農業生産性の向上につな
がります。

参考：ホクレンHP

平成13年

■十勝の土壌

排水路

河川

凡例

資料：十勝総合振興局

昭和45年 平成14年

排水路

河川

凡例

排水不良土の分布

資料：帯広畜産大学

昭和15年



【新酪農村建設事業】
事業主体 ：農用地開発公団
関係市町村：根室市、別海町、中標津町
総事業費 ：９３５億円
受益面積 ：７３，５５０ｈａ
事業概要 ：農用地造成、農業用用排水、

道路、経営施設、農機具

【根釧パイロットファーム】
事業主体 ：北海道開発局、北海道、

農地開発機械公団
関係市町村：別海町
総事業費 ：２２億円
総面積 ：１１，２２７ｈａ
開墾面積 ：５，４３３ｈａ（実績）
事業概要 ：道路、明渠排水、防風林、

開墾、営農施設、共同施設
乳牛の導入

○ 道東・道北においては、広大な土地資源を活かし、寒冷な気候に適合した酪農を主体とした農業開発が進められてきました。
○ 北海道を代表する酪農地帯である根釧地域での「根釧パイロットファーム」や「新酪農村建設事業」、各地で実施された国営農地開発事

業等により、道東・道北の広大な原野は、大規模土地利用型酪農地帯に変貌を遂げ、ヨーロッパと肩を並べる大規模経営が実現されて
います。

昭和30年当時の農地利用

農地 農地

資料：根釧地区、北海道は2020農林業センサスから算定
欧州は年報畜産2023（農畜産業振興機構）から、2020年
時点の数値。EUの数値はEU加盟27カ国の数値

■根釧地域の耕地面積と生乳生産の推移■戸当たり耕地面積（R2）

新酪農村建設事業
（農用地開発公団）

【参考】道東・道北の酪農地帯の発展
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平成20年頃の農地利用

資料：牛乳乳製品統計（農林水産省）

根釧パイロット
ファーム

新酪農村
建設事業

Ｓ４８～５８年

Ｓ３０～４１年

（面積：千ha）
（生乳：千トン）



２ 今後の北海道農業の方向性① ～経営規模のさらなる拡大

○ 今後も農家数の減少が予測されており、土地利用型農業を中心として、農家１戸当たりの経営規模の拡大はさらに
進むと考えられます。
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資料：「北海道立総合研究機構農業試験場資料（農林業センサスを用いた北海道農業・農村の動向予測 R5.11）」より

畑作地帯（推計） 酪農地帯（推計）水田地帯（推計）

【空知・上川地域の合計、平均】 【オホーツク・十勝地域の合計、平均】 【宗谷・釧路・根室地域の合計、平均】

22.8

5,848

10,597

15.9

4割減

1.4倍

35.6
45.6

1.3倍

4割減7,872

4,959

68.4

2,589

1,577

4割減

86.7
1.3倍

個人経営体数及び戸当面積の推移・予測



２ 今後の北海道農業の方向性② ～スマート農業の展開

○ 農業従事者の減少と経営規模の拡大が進行する中で、農作業の省力化・低コスト化を図るため、ロボット、ＡＩ、
ＩｏＴ、ドローン等を活用した「スマート農業」の導入が積極的に進められています。

ＧＮＳＳ（ＧＰＳ）ガイダンスシステムを利用した実証試験結果
○ GNSSガイダンス等の出荷台数の推移

ＧＮＳＳガイダンス・自動操舵システムの活用

・ GNSSガイダンスや自動操舵システムの約７割は、北海道で利用
されており、積極的にICTを活用。
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太陽電池
パネル

制御盤
通信機器
モーター類
バッテリー

水位観測
センサー

農業用ドローン 自動給水栓

【導入効果】

①作業の重複が少なく機械作業
のロス減少

②資材・肥料・農薬の低減

③精度が高く安全な夜間作業が
可能に

④身体的な疲労が軽減される

重複なし 2回以上の重複 未作業エリア

【Ｒ５までのＧＮＳＳガイダンス
累計出荷台数】

【Ｒ５までの自動操舵システム
累計出荷台数】



出典：北海道立総合研究機構農業試験場資料
（農林業センサスを用いた北海道農業・農村の動向予測 R5.11）より

後継者がいない農地

Ｈ町 経営耕地状況

後継者無(55歳以上)
の割合は40%

全体：3,119ha
うち後継者無
(55歳以上)：1,253ha

後継者無し

凡例

３ 北海道の農業農村整備を取り巻く状況①～農業者の減少と担い手への集積・生産性向上

○ 水田農業地帯を中心に農家数の更なる減少が見込まれ、後継者がいない地域では耕作放棄地の発生が懸念されて
います。担い手に農地を集積し、省力的かつ収益性の高い農業を実現することが課題となっています。

○ 北海道の水田は、昭和４０～５０年代に集中して整備され、標準区画（30a程度以上）での整備率は９８％であ
るものの、大区画化率は３２％、排水改良済は５７％にとどまっており、担い手への農地集積を進める上で大区画
化、汎用化が課題となっています。
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資料：農林水産省統計部「耕地及び作付面積統計」、
農林水産省農村振興局「農業基盤情報基礎調査」（R4.3時点）

※排水良好：4時間排除・地下水位70cm以深の水田

水田の整備状況

水田の整備率の推移

資料：北海道開発局調べ

整備前のほ場（30a）

大型コンバインによる
水稲の収穫作業（イメージ）

整備後の大区画ほ場（2.2ha）

大型機械による効率的な
農作業が行えない

水田面積 （北海道）222千ha

（全国） 2,352千ha

今後、農家戸数の減少から

大幅な経営規模の拡大が必要

（今後15年で1.4倍）

農家戸数の減少

水田地帯における農家戸数、戸当たり面積の推移
（空知・上川地域）

（戸） （ha）

15.9ha

22.8ha




